












　2013 年 9 月 28 日に「いじめ防止対策推進法」が施行してより早 2 年が経過したが、
同法を以てしても子どもがいじめを苦に自らの命を絶つという最悪の事態に終止符を
打つことができずにいる。2014 年 1 月 7 日には「ダレカ、タスけテよぅ」と書き残
して、山形県天童市の中学 1 年女子生徒が山形新幹線にはねられ死亡した（「河北新報」
2015 年 10 月 21 日付）。また、2015 年 11 月 1 日には「もう耐えられない。だから自
殺しました」と遺書を残し、愛知県名古屋市の中学 1 年男子生徒が地下鉄に飛び込み













法成立の直接的な契機となった 2011 年 10 月 11 日の滋賀県大津市いじめ自死事件の
被害児童（当時、中学 2 年）の遺族らよりは、同法改正への要望が提出されている。






















限により、過去 10 年分（2005 年～ 2014 年）のいじめ調査結果につき、表1に示した。
最新（2014 年度）の調査結果については、岩手県矢巾町のいじめ自死事件において、
被害生徒が在籍していた当該校がいじめ認知件数 1) を 0 件として報告していたこと
などを受け、文部科学省は、全国調査の再実施を指示した。その結果、2015 年 10 月
27 日に新たに公表された 2014 年度のいじめ認知件数は、計 188,057 件で、児童生徒
1 千人当たりの認知件数は、13.7 件（前年度 13.4 件）となった。なお、児童生徒 1 千
人当たりの認知件数における都道府県差は、30.5 倍を記録している。
表1　いじめ認知件数
　 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年
小学校 5,087 60,897 48,896 40,807 34,766 36,909 33,124 117,384 118,748 122,721
中学校 12,794 51,310 43,505 36,795 32,111 33,323 30,749 63,634 55,248 52,969
高等学校 2,191 12,307 8,355 6,737 5,642 7,018 6,020 16,274 11,039 11,404
特殊教育諸学校 71 384 341 309 259 380 338 817 768 963
計 20,143 124,898 101,097 84,648 72,778 77,360 70,231 198,109 185,803 188,057
  ※文部科学省（2015）4 頁より該当データを抜粋して作成
　2014 年度調査における校種別の内訳は、小学校 122,721 件（前年度 118,748 件）、
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中学校 52,969 件（前年度 55,248 件）、高等学校 11,404 件（前年度 11,039 件）、特別支
援学校 963 件（前年度 768 件）である。ここで特筆すべきは、小学校のいじめ認知件
数である。2005 年までは、1985 年のいじめ全国調査の開始より約 20 年にわたって、
小学校のいじめ発生件数が中学校のそれを上回ることはなかった。その後、2006 年
より 2011 年までは、小学校と中学校のいじめ認知件数は、ある程度拮抗する状態に




　次に、2014 年度いじめ認知件数を小学校 1 年生から高等学校 3 年生までの学年別
に展開すると（図1）、確かに中学 1 年生が 26,989 件と最も高い数値を示しているが、
小学校に至っては、全ての学年において 18,000 件以上のいじめ認知件数が報告され
ており、最多は小学校 4 年生の 21,671 件となっている。なお、2014 年度の全国調査
























小1 小2 小3 小4 小5 小6 中1 中2 中3 高1 高2 高3
　　　　　　※文部科学省（2015）9 頁の図を改訂して作成


























































































































推進法」成立までの間、計 3 つの異なるいじめの定義を採用してきた（表3）。1986 年・
















































較すると大きな差異が生じた。例えば、1993 年のいじめ発生件数は、計 21,598 件であっ
たが、1994 年のそれは計 56,601 件に増加し、また、2005 年から 2006 年への増加件数は、
表 1 にあるように計 104,755 件に上った。これらの定義変更の背景には、いじめ自死
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事件が関わっている。1994 年 11 月 27 日には、愛知県西尾市東部中学校 2 年の大河
内清輝君（当時 13 歳）が 100 万円にも及ぶ金額を搾取された末に、いじめを苦にし
た自殺で亡くなった。2005 年 9 月 9 日には、北海道滝川市の小学校 6 年の女子児童
がいじめを苦に教室で自殺を図った 2)。教師用机には、計 7 通の遺書が置かれていた。
翌年 2006 年 10 月 11 日には、福岡県筑前町の中学 2 年男子生徒が、自宅の納屋で首
を吊り、窒息死。本件では、教師がいじめに関与していたことが明るみに出た 3)。また、



















3）被害性の 3 点に言及し、更には、2006 年度以降のいじめの定義においては、被害
性（「精神的な苦痛を感じているもの」）に依拠した定義となったことを述べた。この
定義の変遷により、たとえ一度であっても被害者が被害性（精神的苦痛）を訴えた場



























　平成 25 年 6 月 28 日公布、同年 9 月 28 日施行の「いじめ防止対策推進法」（平成




10 あり、それらは表 4 の第 8 条から第 22 条までの 7 つと、第 23 条「いじめに対す






また校種を問わず全ての学校を意味している。文部科学省による調査（2015 年 10 月
1 日時点）では、「学校いじめ防止基本方針」については、99.9％が策定済みであると



















第 1 条 目的
本法が、いじめの防止等（いじめの防止、いじめの早期発見及び
いじめへの対処）のための対策の推進を目的とすることを明示
第 2 条 定義 （先の節で説明。）





































































































出典：「毎日新聞」東京朝刊（2015 年 7 月 8 日付）より一部訂正して抜粋（※は筆者が補足）
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　6 月 8 日の担任による「解決したの？」の記述に対し、生徒はその後、「解決して
いません」と書いたが、次回の担任の通信欄は空白のままで、生徒の記述には二重丸
がつけられていた。また、生徒が「もうつかれた。……。どうなるかわからない」と
書いた際も、通信欄は空白のままに置かれた（「毎日新聞」東京朝刊，2015 年 7 月 8
日付）。その後、7 月 3 日（金）に被害生徒は学校を休み、7 月 5 日（日）に自殺で亡
くなった。















3 教室と木工室前の掃除中、1 人からほうきをぶつけられ、別の 1 人と言
い合いになった
○
4 給食準備中、多目的ホールで 1 人から教科書を投げられた ○








8 体育の走り幅跳びの計測中、1 人からズボンを下げられそうになった ✕









出典：「毎日新聞」東京朝刊（2015 年 7 月 27 日付）をもとに作成
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と思った」と述べている（「毎日新聞」東京朝刊，2015 年 7 月 27 日付）。





談されていた」と話した（「毎日新聞」東京朝刊，2015 年 7 月 27 日付）。父親は、同
日に加害生徒 4 名を暴行・強要・侮辱容疑で岩手県警に刑事告訴し、受理された。
　その後、8 月 4 日に担任教諭が村松君の自宅を訪れ、父親に謝罪した。その際、「生
徒指導主事は 4 月から新しくなったので信用ができなかった。亮君との信頼関係もあ
り、自分で何とかしたかった」と述べ、いじめの情報を校内で共有しなかったことに




















































謝を綴り、この世を旅立っていったのである。さらに、1994 年 11 月 27 日にいじめ
































　例えば、1986 年 2 月 1 日に「俺だってまだ死にたくない。だけどこのままじゃ、『生
きジゴク』になっちゃうよ」と書き残し、自殺で亡くなった東京都中野区立富士見中

























































































前年度比の 5 倍にあたる 25%、高校生にいたっては、前年度比 8 倍の 56%に及んだ（「産
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」
を採用しているが、筆者は、加害性の強まり
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認される
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The current state and challenges of school bullying in 
Japan: Examining the invisible phenomenon in bullying 
Masakazu MITSUMURA
Abstract
This paper aims to discuss the current state and challenges of school bullying in 
Japan from a comprehensive perspective, simultaneously exploring the fundamental 
question: Why school bullying cannot be stopped? 
The author first attempts to take a general view of statistical data relevant to school 
bullying, statistics that has been accumulated over a 30-year period since 1985 when the 
Ministry of Education launched the national survey of school bullying, which shows the 
irregularity of statistics due to the repeated alteration of the definition of bullying as well as 
the lowering of the age where bullying occurs. In more detail, secondary schools had had 
the highest rates of bullying until 2011; however, elementary schools instead have become 
the largest institution that has victimized children who are being bullied from 2012 on.
The author then examines some of the important texts retrieved from the Anti-
Bullying Law that was enacted on September 28, 2013, followed by pointing out its 
becoming a dead letter through illustrating the tragic event in which a 13-year-old boy 
committed suicide on July 5, 2015, to escape from severe bullying that he had endured 
and the school where he attended never took any measures regardless of the fact that 
he had continuously sent his SOS to the school. 
The author finally discusses the invisible phenomenon of school bullying as one of 
the factors that bring about the state where the Law has been reduced to an empty shell 
as described above. In his analysis, the reasons causing the phenomenon that bullying 
can be invisible for many teachers are: 1) the lack of sensitivity that enables them to 
sympathize the inner feelings and pain of a victimized child; and 2) the lack of a sense of 
human rights that leads them to detect perpetrators’ physical and psychological attacks 
aimed for causing victimized children severe pain. The author concludes that such 
teachers’ innate dispositions contribute to the invisible phenomenon of school bullying, 
which may be one of the reasons that school bullying cannot be stopped in Japanese 
schools. In addition, the author argues some other points indispensable to eradicating 
school bullying in Japan. 
Keywords: school bullying, Anti-Bullying Law, invisible phenomenon of bullying
